
73 問い合わせ先

SmileSmile

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、いわゆる非正規雇用労働者の企業内

でのキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助

成する制度です。

１．正社員化コース ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合の額（２０ページ参照）

就業規則に規定した制度に基づき有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換または直接雇用し
た事業主に対して助成。

①有期→正規 中小企業 １人当たり ５７万円＜７２万円＞

中小企業以外 １人当たり ４２．７５万円＜５４万円＞

②無期→正規 中小企業 １人当たり ２８．５万円＜３６万円＞

中小企業以外 １人当たり ２１．３７５万円＜２７万円＞

※ ①～②合わせて、1 年度１事業所当たりの支給申請上限人数は 20 人まで

※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者または多様な正社員として直接雇用した場合

1 人当たり２８．５万円＜３６万円＞（中小企業以外も同額）加算

※ 母子家庭の母等または父子家庭の父を転換等した場合

１人当たり ① ９．５万円＜１２万円＞（中小企業以外も同額）加算

② ４．７５万円＜６万円＞（中小企業以外も同額）加算

※ 勤務地・職務限定又は短時間正社員制度を新たに規定し、有期雇用労働者等を当該雇用区分に転換等

した場合

1 事業所当たり ９．５万円＜１２万円＞（中小企業以外は７．１２５万円＜９万円＞）加算

※ 人材開発支援助成金の特定の訓練修了後に正規雇用労働者へ転換等した場合

１人当たり ①9. 5 万円＜12 万円＞ （中小企業以外も同額）加算

②4. 75 万円＜6 万円＞ （中小企業以外も同額）加算

２．障害者正社員化コース

障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等へ転換した事業主に対して助成。

支給対象者 措置内容 支給総額 支給期間
各支給対象期における

支給額

重度身体障害者、

重度知的障害者お

よび精神障害者

有期雇用から正規

雇用への転換

120 万

（90 万円）

1 年

（1 年）

60 万円×2 期

（45 万円×2 期）

有期雇用から無期

雇用への転換

60 万円

（45 万円）

30 万円×2 期

（22.5 万円×2 期）

無期雇用から正規

雇用への転換

60 万円

（45 万円）

30 万円×2 期

（22.5 万円×2 期）

重度以外の身体障

害者、重度以外の

知的障害者、発達

障害者、難病患者、

高次脳機能障害者

と診断された者

有期雇用から正規

雇用への転換

90 万円

（67.5 万円）

45 万円×2 期

（33.5 万円×2 期）
※第 2 期の支給額は 34 万円

有期雇用から無期

雇用への転換

45 万円

（33 万円）

22.5 万円×2 期

（16.5 万円×2 期）

無期雇用から正規

雇用への転換

45 万円

（33 万円）

22.5 万円×2 期

（16.5 万円×2 期）

※ （ ）内は中小企業以外の額です。

※ 支給対象期間 1 年間のうち、最初の 6 か月を第 1 期、次の 6 か月を第 2 期の支給対象期といいます。

※ 支給対象者 1 人あたり、上記の額が支給されます。ただし、当該額が、各々の支給対象期における労働

に対する賃金の額を超える場合には、当該賃金の総額を上限額とします。

キャリアアップ助成金

制度内容及び支給額

沖縄助成金センター

３．賃金規定等改定コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

すべてまたは雇用形態別や職種別など一部の有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を２％以上

増額改定し、昇給させた事業主に対して助成。(1 年度 1 事業所当たり 1 回上限 100 人まで) 

すべてのまたは一部の

有期雇用労働者等の賃

金規定等を２％以上増

額改定した場合 

中小企業 １～５人 1 人当たり 3. 2 万円＜4 万円＞ 

6～１００人 １人当たり２．８５万円＜３．６万円＞ 

中小企業 

以外 

１～３人  1 人当たり 2. 1 万円＜2. 625 万円＞ 

6～１００人 １人当たり１．９万円＜２．４万円＞ 

※ 中小企業において３％以上５％未満増額改定した場合、１人当たり１．４２５万円＜１．８万円＞加算 

※ 中小企業において 5％以上増額改定した場合 1 人当たり 2. 375 万円＜3 万円＞加算 

※ 「職務評価」の手法の活用により賃金規定等を増額改定した場合(1 事業所当たり 1 回のみ) 

１事業所当たり１９万円＜２４万円＞（中小企業以外は１４．２５万円＜１８万円＞）加算 

 

４．賃金規定等共通化コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

就業規則の定めるところにより、その雇用する有期雇用労働者等に関して、正規雇用労働者と共通

の職務等に応じた賃金規定等を新たに作成し、適用した事業主に対して助成。 

（1 事業所当たり 1 回のみ） 

中小企業 １事業所当たり５７万円＜７２万円＞ 

中小企業以外 １事業所当たり４２．７５万円＜５４万円＞ 

 

 

５．賞与・退職金制度導入コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

就業規則または労働協約の定めるところにより、有期雇用労働者等に関して、賞与・退職金制度を

新たに設け、支給または積立てを実施した事業主に対して助成。（1 事業所当たり 1 回のみ） 

中小企業 １事業所当たり３８万円＜４８万円＞ 

中小企業以外 １事業所当たり２８．５万円＜３６万円＞ 

※ 同時に導入した場合 1 事業所当たり１６万円＜１９．２万円＞（中小企業以外は１２万円＜１４．４万円＞）加算  

 

６．選択的適用拡大導入時処遇改善コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

労使合意に基づく社会保険の適用拡大の措置を導入するにあたり、雇用する有期契約労働者等につ

いて、働き方の意向を適切に把握し、社会保険の制度概要や加入メリット等の説明・相談を行う等に

より労使合意に反映させるための取組を実施し、当該措置により新たに社会保険の被保険者とした事

業主に対して助成（1 事業所当たり 1 回のみ） 

1 事業所当たり 19 万円＜24 万円＞ （14. 25 万円＜18 万円＞） 

基
本
給
増
額
割
合
区
分
に
応
じ
た
加
算
措
置 

２％以上３％未満 
中小企業 1 人当たり １９，０００円＜２４，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり １４，０００円＜１８，０００円＞ 

３％以上５％未満 
中小企業 1 人当たり ２９，０００円＜３６，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ２２，０００円＜２７，０００円＞ 

５％以上７％未満 
中小企業 1 人当たり ４７，０００円＜６０，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ３６，０００円＜４５，０００円＞ 

７％以上 10％未満 
中小企業 1 人当たり ６６，０００円＜８３，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ５０，０００円＜６３，０００円＞ 

10％以上 14％未満 
中小企業 1 人当たり ９４，０００円＜１１９，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ７１，０００円＜８９，０００円＞ 

14％以上 
中小企業 1 人当たり １３２，０００円＜１６６，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ９９，０００円＜１２５，０００円＞ 

※ 措置該当日以降に有期雇用労働者生産性の向上を図るための取組（研修制度や評価の仕組みの導入）を行った場合に
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有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、いわゆる非正規雇用労働者の企業内

でのキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助

成する制度です。

１．正社員化コース ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合の額（２０ページ参照）

就業規則に規定した制度に基づき有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換または直接雇用し
た事業主に対して助成。

①有期→正規 中小企業 １人当たり ５７万円＜７２万円＞

中小企業以外 １人当たり ４２．７５万円＜５４万円＞

②無期→正規 中小企業 １人当たり ２８．５万円＜３６万円＞

中小企業以外 １人当たり ２１．３７５万円＜２７万円＞

※ ①～②合わせて、1 年度１事業所当たりの支給申請上限人数は 20 人まで

※ 派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者または多様な正社員として直接雇用した場合

1 人当たり２８．５万円＜３６万円＞（中小企業以外も同額）加算

※ 母子家庭の母等または父子家庭の父を転換等した場合

１人当たり ① ９．５万円＜１２万円＞（中小企業以外も同額）加算

② ４．７５万円＜６万円＞（中小企業以外も同額）加算

※ 勤務地・職務限定又は短時間正社員制度を新たに規定し、有期雇用労働者等を当該雇用区分に転換等

した場合

1 事業所当たり ９．５万円＜１２万円＞（中小企業以外は７．１２５万円＜９万円＞）加算

※ 人材開発支援助成金の特定の訓練修了後に正規雇用労働者へ転換等した場合

１人当たり ①9. 5 万円＜12 万円＞ （中小企業以外も同額）加算

②4. 75 万円＜6 万円＞ （中小企業以外も同額）加算

２．障害者正社員化コース

障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等へ転換した事業主に対して助成。

支給対象者 措置内容 支給総額 支給期間
各支給対象期における

支給額

重度身体障害者、

重度知的障害者お

よび精神障害者

有期雇用から正規

雇用への転換

120 万

（90 万円）

1 年

（1 年）

60 万円×2 期

（45 万円×2 期）

有期雇用から無期

雇用への転換

60 万円

（45 万円）

30 万円×2 期

（22.5 万円×2 期）

無期雇用から正規

雇用への転換

60 万円

（45 万円）

30 万円×2 期

（22.5 万円×2 期）

重度以外の身体障

害者、重度以外の

知的障害者、発達

障害者、難病患者、

高次脳機能障害者

と診断された者

有期雇用から正規

雇用への転換

90 万円

（67.5 万円）

45 万円×2 期

（33.5 万円×2 期）
※第 2 期の支給額は 34 万円

有期雇用から無期

雇用への転換

45 万円

（33 万円）

22.5 万円×2 期

（16.5 万円×2 期）

無期雇用から正規

雇用への転換

45 万円

（33 万円）

22.5 万円×2 期

（16.5 万円×2 期）

※ （ ）内は中小企業以外の額です。

※ 支給対象期間 1 年間のうち、最初の 6 か月を第 1 期、次の 6 か月を第 2 期の支給対象期といいます。

※ 支給対象者 1 人あたり、上記の額が支給されます。ただし、当該額が、各々の支給対象期における労働

に対する賃金の額を超える場合には、当該賃金の総額を上限額とします。

キャリアアップ助成金

制度内容及び支給額

沖縄助成金センター

３．賃金規定等改定コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

すべてまたは雇用形態別や職種別など一部の有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を２％以上

増額改定し、昇給させた事業主に対して助成。(1 年度 1 事業所当たり 1 回上限 100 人まで) 

すべてのまたは一部の

有期雇用労働者等の賃

金規定等を２％以上増

額改定した場合 

中小企業 １～５人 1 人当たり 3. 2 万円＜4 万円＞ 

6～１００人 １人当たり２．８５万円＜３．６万円＞ 

中小企業 

以外 

１～３人  1 人当たり 2. 1 万円＜2. 625 万円＞ 

6～１００人 １人当たり１．９万円＜２．４万円＞ 

※ 中小企業において３％以上５％未満増額改定した場合、１人当たり１．４２５万円＜１．８万円＞加算 

※ 中小企業において 5％以上増額改定した場合 1 人当たり 2. 375 万円＜3 万円＞加算 

※ 「職務評価」の手法の活用により賃金規定等を増額改定した場合(1 事業所当たり 1 回のみ) 

１事業所当たり１９万円＜２４万円＞（中小企業以外は１４．２５万円＜１８万円＞）加算 

 

４．賃金規定等共通化コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

就業規則の定めるところにより、その雇用する有期雇用労働者等に関して、正規雇用労働者と共通

の職務等に応じた賃金規定等を新たに作成し、適用した事業主に対して助成。 

（1 事業所当たり 1 回のみ） 

中小企業 １事業所当たり５７万円＜７２万円＞ 

中小企業以外 １事業所当たり４２．７５万円＜５４万円＞ 

 

 

５．賞与・退職金制度導入コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

就業規則または労働協約の定めるところにより、有期雇用労働者等に関して、賞与・退職金制度を

新たに設け、支給または積立てを実施した事業主に対して助成。（1 事業所当たり 1 回のみ） 

中小企業 １事業所当たり３８万円＜４８万円＞ 

中小企業以外 １事業所当たり２８．５万円＜３６万円＞ 

※ 同時に導入した場合 1 事業所当たり１６万円＜１９．２万円＞（中小企業以外は１２万円＜１４．４万円＞）加算  

 

６．選択的適用拡大導入時処遇改善コース   ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合 

労使合意に基づく社会保険の適用拡大の措置を導入するにあたり、雇用する有期契約労働者等につ

いて、働き方の意向を適切に把握し、社会保険の制度概要や加入メリット等の説明・相談を行う等に

より労使合意に反映させるための取組を実施し、当該措置により新たに社会保険の被保険者とした事

業主に対して助成（1 事業所当たり 1 回のみ） 

1 事業所当たり 19 万円＜24 万円＞ （14. 25 万円＜18 万円＞） 

基
本
給
増
額
割
合
区
分
に
応
じ
た
加
算
措
置 

２％以上３％未満 
中小企業 1 人当たり １９，０００円＜２４，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり １４，０００円＜１８，０００円＞ 

３％以上５％未満 
中小企業 1 人当たり ２９，０００円＜３６，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ２２，０００円＜２７，０００円＞ 

５％以上７％未満 
中小企業 1 人当たり ４７，０００円＜６０，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ３６，０００円＜４５，０００円＞ 

７％以上 10％未満 
中小企業 1 人当たり ６６，０００円＜８３，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ５０，０００円＜６３，０００円＞ 

10％以上 14％未満 
中小企業 1 人当たり ９４，０００円＜１１９，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ７１，０００円＜８９，０００円＞ 

14％以上 
中小企業 1 人当たり １３２，０００円＜１６６，０００円＞ 

中小企業以外 1 人当たり ９９，０００円＜１２５，０００円＞ 

※ 措置該当日以降に有期雇用労働者生産性の向上を図るための取組（研修制度や評価の仕組みの導入）を行った場合に
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SmileSmile

沖縄助成金センター

助成額を加算。 1 事業所当たり 10 万円（中小企業）、7. 5 万円（中小企業以外）

※ 支給申請上限人数は４５人まで

※ 令和４年９月３０日までの暫定措置となります。

７．短時間労働者労働時間延長コース ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合

短時間の有期雇用労働者等の週所定労働時間を延長するとともに処置の改善を図り、当該措置によ

り新たに社会保険の被保険者とした事業主に対して助成。（1 年度 1 事業所当たり支給申請上限人数

は 45 人まで）

①週所定労働時間を 3 時間以上延長し新たに社会

保険に適用した場合

中小企業 １人当たり２２．５万円＜２８．４万円＞

中小企業以外 １人当たり１６．９万円＜２１．３万円＞

②労働者の手取りが減少しないように週所定労働

時間を延長するとともに基本給を昇給し、新たに社

会保険に適用させた場合

中小企業
1 時間以上２時間未満 1 人当たり 5. 5 万円＜7 万円＞

２時間以上３時間未満 1 人当たり１１万円＜１４万円＞

中小企業以外
1 時間以上２時間未満 1 人当たり４. １万円＜5. 2 万円＞

２時間以上３時間未満 1 人当たり 8. 3 万円＜10. 5 万円＞

※①は令和６年 9 月 30 日までの間、支給額増額

※②は令和６年 9 月 30 日までの暫定措置

●「雇用関係助成金に係る共通支給要件」（１６ページ参照）に該当すること。

● 雇用保険適用事業所の事業主であること。

● 雇用保険適用事業所ごとに、キャリアアップ管理者を置いている事業主であること。

● 雇用保険適用事業所ごとに、対象労働者に対し、キャリアアップ計画を作成し、管轄労働局長の

認定を受けた事業主であること。

● 該当するコースの措置に係る対象労働者に対する賃金の支払い状況等を明らかにする書類を整備

している事業主であること。

● キャリアアップ計画期間内にキャリアアップに取り組んだ事業主であること

※ 各コースごとの支給対象事業主の要件については、厚生労働省または沖縄労働局のホームペ

ージに掲載しているパンフレットをご覧ください。

本助成金を受給しようとする申請事業主は、次の１～２の順に手続きをしてください。

１ キャリアアップ計画の提出

助成金の利用に当たっては、「有期雇用労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」 に沿っ

て、キャリアアップ計画を作成する必要があります。ガイドラインは、厚生労働省ホームページからダ

ウンロードできます。

キャリアアップ計画書は、コース実施日前日までに必要な書類を添えて助成金センターに提出してく

ださい。

２ 支給申請

基準日の翌日から起算して２か月以内に、支給申請書に必要な書類を添えて管轄労働局に提出してく

ださい。

対象となる事業主

受給手続
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コース名 基準日

１．正社員化コース 転換または直接雇用後 6 か月分の賃金を支給した日

２．障害者正社員化コース
対象労働者の転換後最初の6か月（第1期支給対象期）
分の賃金を支給した日また次の 6 か月（第 2 期支給対
象期）分の賃金を支給した日

３．賃金規定等改定コース
対象労働者の賃金規定等の増額改定後、6 か月の賃金
を支給した日

４．賃金規定等共通化コース
対象労働者の賃金規定等共通化後、当該賃金規定等の
適用後 6 か月分を支給した日

５．賞与・退職金制度導入コース
初回の賞与の支給または退職金積立て後（※１）6 か
月分の賃金支払日（※２）翌日から 2 か月以内

６．選択的適用拡大導入時処遇コース 措置該当日以降 6 か月の賃金を支給した日

７．短時間労働者労働時間延長コース
短時間労働者の週所定労働時間延長後、6 か月分の賃
金を支給した日

（※１）同時に導入の場合、初回の賞与の支給日または退職金積立て日のいずれか遅い日

（※２）初回の賞与の支給日または退職金積立て日が賃金支払日と同日の場合は、翌月の賃金支払

日から起算して 6 か月分の賃金支払日

＜事業主＞

キャリアアップ計画の作成・提出

支給申請
（取組後 6 か月の賃金を支払った日の

翌日から起算して 2 か月以内）

正社員化支援
に関するコース

処遇改善支援
に関するコース

就職規則等の改定
（正社員等への転換

規定がない場合）

就職規則等に基づく

正社員等へ転換

転換後の 6 か月の

賃金の支払
（転換前 6 か月と比較し

て 3％以上賃金増額して

いる必要があります。）

取組の実施
(就業規則の改定等)

取組後6か月の

賃金の支給い

「キャリアアップ助成金」の活用に当たっては、事前に「キャリアアップ計画」（労働組合等

の意見を聴いて作成）等を作成し、提出することが必要です。

受給までの流れ

＜労働局・ハローワーク＞

キャリアアップ
計画の作成
援助・認定

就職規則等の改定

方法の相談等

支給審査

支給決定

助成額を加算。 1 事業所当たり 10 万円（中小企業）、7. 5 万円（中小企業以外）

※ 支給申請上限人数は４５人まで

※ 令和４年９月３０日までの暫定措置となります。

７．短時間労働者労働時間延長コース ＜ ＞は生産性の向上が認められる場合

短時間の有期雇用労働者等の週所定労働時間を延長するとともに処置の改善を図り、当該措置によ

り新たに社会保険の被保険者とした事業主に対して助成。（1 年度 1 事業所当たり支給申請上限人数

は 45 人まで）

①週所定労働時間を 3 時間以上延長し新たに社会

保険に適用した場合

中小企業 １人当たり２２．５万円＜２８．４万円＞

中小企業以外 １人当たり１６．９万円＜２１．３万円＞

②労働者の手取りが減少しないように週所定労働

時間を延長するとともに基本給を昇給し、新たに社

会保険に適用させた場合

中小企業
1 時間以上２時間未満 1 人当たり 5. 5 万円＜7 万円＞

２時間以上３時間未満 1 人当たり１１万円＜１４万円＞

中小企業以外
1 時間以上２時間未満 1 人当たり４. １万円＜5. 2 万円＞

２時間以上３時間未満 1 人当たり 8. 3 万円＜10. 5 万円＞

※①は令和６年 9 月 30 日までの間、支給額増額

※②は令和６年 9 月 30 日までの暫定措置

●「雇用関係助成金に係る共通支給要件」（１６ページ参照）に該当すること。

● 雇用保険適用事業所の事業主であること。

● 雇用保険適用事業所ごとに、キャリアアップ管理者を置いている事業主であること。

● 雇用保険適用事業所ごとに、対象労働者に対し、キャリアアップ計画を作成し、管轄労働局長の

認定を受けた事業主であること。

● 該当するコースの措置に係る対象労働者に対する賃金の支払い状況等を明らかにする書類を整備

している事業主であること。

● キャリアアップ計画期間内にキャリアアップに取り組んだ事業主であること

※ 各コースごとの支給対象事業主の要件については、厚生労働省または沖縄労働局のホームペ

ージに掲載しているパンフレットをご覧ください。

本助成金を受給しようとする申請事業主は、次の１～２の順に手続きをしてください。

１ キャリアアップ計画の提出

助成金の利用に当たっては、「有期雇用労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」 に沿っ

て、キャリアアップ計画を作成する必要があります。ガイドラインは、厚生労働省ホームページからダ

ウンロードできます。

キャリアアップ計画書は、コース実施日前日までに必要な書類を添えて助成金センターに提出してく

ださい。

２ 支給申請

基準日の翌日から起算して２か月以内に、支給申請書に必要な書類を添えて管轄労働局に提出してく

ださい。

対象となる事業主

受給手続


